
名古屋市会
議会報告会



名古屋市議会基本条例
のコンセプト

市民に開かれた身近な議会

議会と市長は、それぞれが適切に役割を
果たし、行政のチェックと市民の要望を反
映した政策を実現

討議の場である議会審議の充実



市市市市 長長長長議議議議 会会会会

市民市民市民市民のののの参加参加参加参加

市民市民市民市民へのへのへのへの情報提供情報提供情報提供情報提供

議会主催議会主催議会主催議会主催のののの議会報告会議会報告会議会報告会議会報告会

事務執行事務執行事務執行事務執行のののの監視監視監視監視・・・・評価評価評価評価

必要必要必要必要なななな審議日数審議日数審議日数審議日数をををを確保確保確保確保

市民市民市民市民にににに論点論点論点論点・・・・争点争点争点争点をををを明確化明確化明確化明確化

政策立案及政策立案及政策立案及政策立案及びびびび政策提言政策提言政策提言政策提言

市市市市 民民民民



議会基本条例のポイント

市民の代表としての議会・議員の基本的
事項を定める

事務執行の監視・評価、政策立案

議員は公職にある者として活動

第1章 総則



第2章 市民と議会

議会主催による議会報告会の開催

議会情報の発信は議員の編集委員会で
編集

市民が傍聴しやすい

環境を整備



第3章 議会と市長

議会は市長と独立対等の立場で、議事機
関として意思決定

議会は、必要な

資料提供を求めうる



第4章 議会の運営

活発な討議を行うため、

必要な審議日数を確保

委員会活動の活性化

質疑等により市民に

論点・争点を明確化

政策立案、政策提言のための調査研究



第５章 議員定数・議員報酬等

定数等は、地方自治法の趣旨を踏まえ、
議会基本条例に定める考え方に基づき条
例で制定

政務調査費は、使途の透明性を確保



議会改革の取り組み①

政務調査費

２２年度分からの領収書を全面公開します。

※執行率は、８８％（２０年度交付分）

※残額は、市に返還しています。

議員年金廃止の決議

名古屋市会として、議員年金制度の廃止を
要望する決議を行いました。



議会改革の取り組み②

費用弁償

市長提案（実費支給）より踏み込んで、
２２年度から支給しないこととしました。

※削減額 ８，９２５万円

議員報酬

２２年度も、２１年度に引き続き月額１０
万円減額を継続します。

※削減額 ９，０００万円



定数、報酬等個別の条例を改正する場合
は、地方自治法及び議会基本条例の趣旨
を踏まえ、市民の声を聴き、定めていきま
す。

議会改革の取り組み③



主な政令市の議員定数

議員定数 削減率 議員１人当たり

（法定上限数） 人口

名古屋市 75人（88人） １４．８％ ２９，９９１人

横 浜 市 92人（96人） ４．２％ ３９，７７２人

京 都 市 69人（72人） ４．２％ ２１，２１８人

大 阪 市 89人（96人） ７．３％ ２９，８２７人

神 戸 市 69人（72人） ４．２％ ２２，２１１人



主な政令市の議員報酬

名古屋市 ８９０，０００円

横浜市 ９７０，０００円

京都市 ９１２，０００円

大阪市 ９６９，０００円

神戸市 ９３０，０００円

（平成２２年4月現在）



議員の年収＝報酬は、１，５１３ 万円です。
（平成２１年度）

この他に

政務調査費（調査のためにのみ使うことが
できる公費）がありますが、これは会派に
交付されるものです。

費用弁償は、２２年度より廃止しました。



ロサンゼルス市の例

議員数 １５人

報酬

約１７９，０００ドル → 約１，６９２万円

各議員の事務所予算（公費負担）

約１３０万ドル → 約１億２，２８５万円

ロサンゼルス市では、議員数は少ないですが、

各議員に約１億円以上が公費で負担されています。



これまでの経緯

平成21年12月3日
第1回 名古屋市議会基本条例制定研究会

平成22年3月6日 パブリックヒアリング

平成22年3月18日までに、合計9回の研究
会を開催

分科会は、１０回開催

平成22年3月19日 ２月定例会で可決



平成平成平成平成21年年年年12月月月月3日日日日 第第第第1回回回回 名古屋市議会基本条例制定研究会名古屋市議会基本条例制定研究会名古屋市議会基本条例制定研究会名古屋市議会基本条例制定研究会



平成平成平成平成22年年年年2月月月月16日日日日 名古屋市議会基本条例制定研究会名古屋市議会基本条例制定研究会名古屋市議会基本条例制定研究会名古屋市議会基本条例制定研究会



平成平成平成平成22年年年年3月月月月6日日日日 パブリックヒアリングパブリックヒアリングパブリックヒアリングパブリックヒアリング（（（（名古屋市公館名古屋市公館名古屋市公館名古屋市公館））））



平成２２年２月定例会の概要

２２年度予算

○一般会計予算（修正後）

１兆３４４億８，２００万円余

○特別会計（１３会計）

１兆７０９億１，２００万円余

○公営企業会計（７会計）

４，６４２億３，４００万円余

総計 ２兆５，６９６億３，０００万円余



２２年度予算案の問題点

市民サービスの低下

福祉、教育の分野で、市民生活の後退に

つながるおそれ

市債の増加

将来世代に過度の負担を残さないか心配

そこで、議会は予算を賛成多数で修正しま
した



予算修正の基本的な考え方

市民サービスの低下が予想される事業の
復活

市民サービス面から比較的影響が少ない
事業の減額・削除



復活させる施策復活させる施策

第３子以降（３歳未満児）保育料の無料化

自動車図書館

私立学校等における結核健康診断補助



私立幼稚園就園奨励補助

子宮頸がんワクチン任意予防接種費用の
全額助成（政令市では初めて）

留守家庭児童健全育成事業助成

復活・増額させる額の合計は、約5億円

増額させる施策



削除させる施策

特別職の市長秘書の設置

２段階保育料の導入

日本一おいしい空気のまち・なごやに向け
た調査

郷土学習なごや科の推進

学校支援委員会の設置



減額させる施策

地域委員会のモデル実施（新規分）

まるはち総がかり住んでちょうナゴヤ大作
戦

海外演奏家等による音楽鑑賞の推進

放課後子どもプランモデル事業

削除・減額させる額の合計は、約5億円



水道給水条例の一部改正

生活支援を念頭に、基本料金と基本水量
の引き下げを実施し、使用量が一月

１０立方メートル以下の使用者を中心に、

２０立方メートル未満の使用者まで負担軽
減を図るもの



市立病院条例の一部改正

分べん介助料の値上げを行うもの

値上げの周知期間を十分確保するため、
改定時期を22年4月1日から、22年10月1
日とするよう修正可決



議会は、減税の実施にあたり、
附帯決議（要望）をつけました
（11月定例会・12月臨時会）

賛成した際には、議会として次の附帯決議
をしています。

①福祉、教育の分野において、市民生活の
後退につながるような予算削減は行わな
いこと

②市債の発行に当たっては、将来世代に過
度な負担を残さないよう努めること

などです。
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市民一人あたりの市債残高は、２１年度で、

８０万７千円です。



また、来年度以降の一般会計は、
赤字が見込まれます
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では、10％減税の効果はどうで
しょう？

減税の対象にならない人が約４０万人もいます。

対象でも減税額（年額）は、最低300円～最高
2150万円となります。

減税の効果を受けなくても、借金（市債）は負わ
なければなりません。

減税額減税額減税額減税額((((年額年額年額年額))))

年収年収年収年収 300300300300万万万万 1,4001,4001,4001,400円円円円

年収年収年収年収 500500500500万万万万 9,5009,5009,5009,500円円円円

年収年収年収年収 700700700700万万万万 18,10018,10018,10018,100円円円円

((((夫婦夫婦夫婦夫婦とととと子子子子２２２２人世帯人世帯人世帯人世帯のののの場合場合場合場合))))

個人市民税減税個人市民税減税個人市民税減税個人市民税減税ののののモデルケースモデルケースモデルケースモデルケース



市民税減税条例の一部改正の
内容

12月臨時会で成立した市民税減税条
例を改正し、まずは22年度のみを対
象にすることと決定しました。



市民税減税条例の一部改正の
理由

① 23年度以降の減税規模は219億円の見
通し、市税収入の見込みも不透明

→ 予算編成が厳しいことや市債残高
の増加が予想される

② 減税は、恒久化するのではなく、年度ご
との市税収入の見込みなど総合的に判
断することが必要



市会の議決すべき事件等に関
する条例の制定について

市の総合計画などについて、議会として立
案段階から市民の声を直接反映させるこ
とにより、積極的な役割を果たすことがで
きるようにするものです。



使用料の増額等に係る市民へ
の周知期間の確保に関する条
例について

市民生活に重大な不利益を及ぼすような
使用料の増額をするときには、市民生活を
守るため、実施するまで十分な周知期間を
置くことを定めるものです。



住民投票条例の制定について

住民投票の対象となる事項や発議方法を
定める「常設型」の住民投票制度を設ける
ものです。

本条例案は、よりよい制度とするため、継
続審査となりました。



トワイライトスクール事業者選定
問題調査特別委員会の設置

トワイライトスクール事業の選定について、
地方自治法１００条に基づく調査特別委員
会を設置するものです。


